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研究成果の概要（和文）： 本研究では，子どもの能力に基づいて公的教育支出を配分する政策が世代間階層移
動（親子間の社会経済的地位の変化）と経済成長に与える影響を理論的に分析した。この政策はいわゆる奨学金
のような資金援助である。能力の高い子どもへの資金援助は，子どもの学習への意欲や親の学校教育への関心を
高めることにより義務教育全体の質を高めることが実証研究で明らかにされている。
　本研究によって、所得格差が拡大するにつれ、能力の高い子どもに多くの公的教育支出を配分する政策が世代
間階層移動を促すために必要となることがわかった。

研究成果の概要（英文）：Focusing on merit-based educational policy, where the government allocates 
public funds to children according to their abilities, we show that when inequality widens, an elite
 education policy; i.e., one that provides more education to children with higher ability, is 
desirable in order to increase intergenerational mobility.

研究分野： 理論経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　先行研究において、世代間階層移動が少ない国では、暴動やストライキ、反政府デモなど政治的不安定を経験
しやすいことが実証的に明らかにされている。また、所得格差が大きい国ほど、世代間階層移動は減少すること
も示されている。まとめると、所得格差の拡大は世代間階層移動を妨げ、政治的不安定性を高めることになる。
したがって、所得格差が拡大した場合、世代間階層移動を促す政策を行うことが政府にとって重要となる。
　本研究成果は、所得格差の拡大と世代間階層移動の減少を伴う国にとって、世代間階層移動を促すことで政治
的安定性を高めるためには、能力の高い子どもへ多くの公的教育を支出することが重要であることを示してい
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
(1) 経済成長を実現するためには，貧しい家庭に生まれた子供が高等教育を受けて将来高い

所得水準を得るような政策、つまり世代間階層移動（親子間の社会経済的地位の変化）
を促す政策を考えることが重要となる。直感的には，公的教育支出を増やすことが有効
だと考えられる。公的教育支出を増やせば，貧しい家庭に生まれた子供でも高等教育を
受けられる可能性が高くなるからである。しかしながら，ほとんどの先進国では近年財
政赤字が拡大しているため，公的教育支出を増やす余裕はほとんどない。したがって，
限られた公的教育財源を効率的に活用し，世代間階層移動を促進する政策を考えること
が国の経済成長にとって重要となる。 

(2) 世代間階層移動が少ない国では，暴動やストライキ，反政府デモなど政治的不安定を経
験しやすいことが実証的に明らかにされている。 

(3) 所得格差が大きい国ほど，世代間階層移動は減少する傾向がある。 
(4) まとめると，所得格差の拡大は世代間階層移動を妨げ，政治的不安定性を高める。した

がって，所得格差が拡大した場合，世代間階層移動を促す政策を行うことが政府にとっ
て重要となる。 

 
２．研究の目的 
子どもの能力に基づいて公的教育支出を配分する政策が世代間階層移動と経済成長に与える

影響を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1) 自身のオリジナル論文を拡張し，理論モデルを構築する。 
(2) 数値計算ソフトを用いて，理論モデルから得られた結果をより明確化する。 
 
４． 研究成果 
(1) 図 1 では，教育政策ߣが，個人が教育投資を行うか否かの境界となる能力の臨界値 ොܽ（ ොܽ以

上の能力を持つ子どもが教育投資を行う）に与える影響を図示している。ߣは公的教育支
出を子どもの能力に応じて配分する割合を示し，ߣが上昇するにつれて能力の高い子ども
に多く配分することを表す。 ොܽ(ߣ)（ ොܽ(ߣ)）は親が熟練労働者（未熟練労働者）である子
どもの能力の臨界値を表す。ݓ（ݓ）は熟練労働者（未熟練労働者）の賃金を表し，図
1(a)は賃金格差が小さい場合，図 1(b)は賃金格差が大きい場合である。図 1 より， ොܽ(ߣ)
が最低値となるߣは，賃金格差が大きくなると上昇することがわかる。つまり，賃金格差
が大きいとき，能力の高い子どもにより多くの公的教育支出を配分することによって，
親が未熟練労働者で能力の高い子どもが教育投資を行いやすくなる。 

図 1 公的教育支出の配分が能力の臨界値に与える影響 
 
(2) 図 2 では，教育政策ߣが，定常状態における世代間階層移動(ߣ)ݑ = と熟練労働者数(ߣ)݀

は上方移動（親が未熟練労働者である子(ߣ)ݑ，に与える影響を図示している。なお(ߣ)ܧ
どものうち教育投資を行う割合），݀(ߣ)は下方移動（親が熟練労働者である子どものうち
教育投資を行わない割合）を表す。図 2 より，賃金格差が拡大すると，世代間階層移動
(ߣ)ݑ = ，は増加することがわかる。すなわち，賃金格差が大きいときߣを最大にする(ߣ)݀
より多くの公的教育支出を能力の高い子どもに配分することで世代間階層移動を促すこ
とができるとわかる。ただし，下方移動が増加するため，熟練労働者数は最大とはなら
ない。 

 
 



図 2 公的教育支出の配分が世代間階層移動と熟練労働者数に与える影響 
 
まとめると，賃金格差が拡大するにつれ，能力の高い子どもに多くの公的教育支出を配分する
政策が世代間階層移動を促すために必要となることがわかった。この研究成果は，所得格差の
拡大と世代間階層移動の減少を伴う国にとって，世代間階層移動を促すことで政治的安定性を
高めるためには，能力の高い子どもへ多くの公的教育を支出することが重要であることを示し
ている。ただし，下方移動が促されるため，熟練労働者数は減少する。 
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